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第4号様式 (第 13条 )

函館市 IT・ ロボット等活用生産性向上補助金等実績報告書

令和 4年 (2022年) 午月  2と 日
函 館 市 長  様

申請者

令和 3年 (2021年)10月 27日付け函経工をもつて補助金等の交付決定を受けた下

記の補助対象事業は,令和 4年 (2022年)3月 29日 に完了したので,関係書類を添
えて報告します。

1 助対象事業の種類 (該当する番号を①で囲むこと。 )

専門家派遣型 IT・ ロボット等設備導入支援事業

2)IT・ ロボント等活用共同研究支援事業

2 補助対象事業の名称 ITを活用 した 人財マ ッチングサービス

3 補助金等交付決定通知額  金 960,000円

4 補助金振込先 (申請者の口座)

住所     北海道函館市中道 1丁 目2番 12号

郵 穐堅雅 錠
派
橿T呼暮

記

銀行名 支店名 口座の種類 口座番号

口座名義

(カ ナ)

5 実績書 別紙のとお り



別紙

実 績 書

事業の名称
ITを活用した人財マンチングサービス

(ワ
~クインク)

1.ホームページに派遣業・紹介業の詳しい説明を紹介ぉ

・現在の無料のホームページから自社の専用ホームページに変更。

・業者様が派遣業・紹介業を有効活用して頂くための説明ページを作成。

・弊社の概要を詳しく紹介して業者様と信頼関係の構築をする。

2。 独自のマッチングシ不テムを導入 して幅広い人財の雇用に繁げる。

■求人者・求職者を繋げる独自のマッチングシステムの導入。

①求人者・求職者の登録。

詳しい詳細を管理できるシステムを構築。

・求人者は職種・期間 。労働時間・賃金などの詳しい詳細を登録。

(派遣法に基づいた職種のみ登録可能)

・求職者は氏名・性別 。年齢 。住所 。希望勤務時間等、詳細を登録。

②マッチングシステムの管理・活用方法。

・求人者は無料で掲載。登録者とマッチングできた場合に紹介料が発生。

・求職者は登録後に勤務地・職種 。希望期間・希望時間等の希望条件を

素早く検索できる。

該当した場合に弊社に通知をしてマッチング希望を選択。

担当者からの連絡で面接等の連絡。

(登録時に該当がない場合は条件が合う求人者の掲載があった場合に

弊社から連絡)

・求人者においては慢性的な人材不足、求職者においてはコロナ禍による

不安定な労働環境など双方にとって地域的課題を解決するサービスを

提供することで、その相乗効果から弊社だけに止まらず広域な

労f動生産性向上に繋がるものと考えます。

・求人側が有料の求人募集を掲載した場合、人が集まらず費用対効果が

見込めません。独自のマッチングシステムに掲載の場合は掲載費は無料

です。人が集まらなくても無料なのでコスト削減に繁がります。

しい説明を紹介 ^
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。求職者は自分が希望した職種・期間 。勤務時間等の条件を選択すること

により、自分の希望した雇用形態で働くことができます。

・主婦層や学生の空いている時間だけの短期間や短時間を希望している

求人者と短期間や短時間の募集をしている求職者がマッチングすること

ができる。

上記 1:2。 ともに期待される効果。

・マッチングシステムを導入することにより派遣業・紹介業者の募集に

関するコス ト削減が図れるので掲載が増え業態全体の雇用の安定が

図れると考えます。

・システムに順応することで今まで担当者だけが登録者と連絡を取り合い

希望条件を聞き出していましたが全社員が共有でき依頼時に素早く

対応できると考えます。

・短期間や短時間など今までになかった雇用形態に対応できるので

派遣業・紹介業全体の販路拡大に効果が図れると考えます。

今 後 の展 開につ

いて

1.事業の名称について

申請時はヒトクルという名称で事業を行う予定でしたが商標登録上、登録が

困難と判断しワークイックに変更しました。

求職者と求人者を仕事で迅速に繁げるという意味です。

2.システムの向上

・求職者と求人者を迅速にマッチングさせるために更に ITと DX融合させた

システムの向上を図ります。

・求職者と求人者のプライバシー保護を目的に ITを活用したシステムを

導入して様々なトラブアレを回逸

・ITを活用した登録システムを導入して担当者の面接・面談にかかる時間を

削減して生産性の向上を図る。

3.事業の有効活用方法

・主婦層や学生層等の登録者を増やし働き方改革で人材不足に悩む企業様の

調査を行い地域の人材不足の解消を図る。

研究者の協力内容

(共同研究支援事業の場合)

(渤  1.実 績書の内容について,詳細に記載すること。 (別紙も司
2.導入した商品の写真および概要のわかる資料ならびにその他必要と認めた書類を添

付すること。



第 5号様式 (第 13条 )

収支決算書

収入の部

支出の都

収支差引額

(単位 :円 )

(単位 :円 )

円0

項 目

本年度予算額 本年度決算額

1急ゑ藝塾

増減

内 訳

自己資金 960,000 960,000 960,000 960,000 0 0

函館市補助金 960,000 960,000 960,000 960,000 0 0

合  計 1,920,000 1,920,000 1,920,000 1,920,000 0 0

項  目
本年度予算額

1急ゑ誓望

本年度決算額

1鼻換誓整

増減

うち補助
内 訳

ホ十ムページ作河 1,800,000 1,800,000 1,800,000 1,800,000 0 0

企画,ディレクション
コーディング,
システム構築
デザイン等
マニュアル作成等

タブレット購入 120,000 120,000 120,000 120,000 0 0
iPad 2台

セツトアンプ作業含

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

合 計 1,920,000 1,920,000 1,920,000 1,920,000 0 0

(注)1,金 額にっいては,すべて消費税および地方消費税相当額を除いた額で記載すること。


